
もんじゅにおける保安規定遵守義務違反等に対する対応について 

 
平成 25年 5月 31 日 

文 部 科 学 省 

 

 １．経緯  

 昨年 11 月、もんじゅにおいて保全計画に定められた機器の未点検が確認されたため、（独）

日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）が原子力規制委員会（以下、規制委員会）

へ報告するとともに公表。 

 昨年12月12日、規制委員会より、原子炉の保全が適切に実施されていないとの判断の下、

措置命令発出。文部科学省より、原子力機構に対し、安全の確保、早急の点検、原因の究

明等について、真摯に規制委員会への対応を図ること等を文書で指示。 

 原子力機構において、未点検機器の点検等を順次実施し、本年１月末、再発防止対策等を

規制委員会に報告。併せて、文部科学省より、本件に係る対応状況等に関する考え方を規

制委員会に報告。 

 5 月 15 日に、規制委員会より、以下の内容の命令発出を決定し、正式に 5 月 29 日付けで

命令文書を発出。 

 

 ２．今回の命令の主な内容  

 保守管理体制及び品質保証体制の不備に対し、また、点検未実施等の法令違反状態の是

正のため、改めて保安措置を命令。特に、未点検機器の点検完了や保全計画の見直し等の

規制委員会の確認が完了するまでの間、使用前検査を進めるための活動を行わないこと。 

 安全文化の劣化兆候が認められたこと等を受け、災害の防止を図るため、保安規定変更を

命令。その際、組織内における役割分担、責任と権限を明確にして取り組むこと。 

 

 ３．文部科学省としての本件への対応  

 文部科学省としても本件を重く受け止め、原子力機構に対し、安全確保の体制強化及び再

発防止の徹底を厳しく求めることとし、5月16日、独法通則法第65条に基づく是正措置要求

文書を発出。 

 加えて、5月23日に発生したJ-PARCにおける放射性物質漏えいを踏まえ、5月28日には、

原子力機構の規制対象施設の安全体制緊急総点検の実施を要請するとともに、文部科学

省に原子力機構の組織体制・業務の抜本的見直しを検討するための「原子力機構改革本部」

を設置することを決定。 

 文部科学省としては、上記本部における検討を行いつつ、原子力機構の取組をフォローしつ

つ、規制委員会の命令に対する取組が確実に実施されるよう、原子力機構における安全確

保のために必要な体制強化及び予算措置等の手当てについて責任を持って対応。 

 今後、規制委員会における対処方針も踏まえ、もんじゅの安全を確保した上で、政府全体の

エネルギー計画の中でもんじゅの位置付けを明確化してまいりたい。 

以上 
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日本原子力研究開発機構改革本部の設置について 

 

平成 25 年 5 月 28 日 

文 部 科 学 省 

 

１． 設置の目的  

高速増殖原型炉もんじゅにおいて発生した機器の保守管理の不備に対する

原子力規制委員会の措置要求等を踏まえ、独立行政法人日本原子力研究開発

機構の組織体制・業務を抜本的に見直し、国の政策上、優先度の高い業務に

重点化を図ることによりガバナンスを強化するとともに、失われた信頼の回

復に向けて安全を最優先とする組織に改めるため、文部科学省に「日本原子

力研究開発機構改革本部」を設置し、改革案を取りまとめる。 

 

２． 検討の進め方  

○文部科学大臣を本部長とし、省内関係幹部、外部有識者等で構成される「日

本原子力研究開発機構改革本部」を設置し、日本原子力研究開発機構の組

織体制・業務の抜本的な見直しについて、第三者である外部有識者を含め

て議論を行い、本部として改革案を取りまとめる。 

 

○「日本原子力研究開発機構改革本部」の下に、文部科学大臣政務官をリー

ダーとする「日本原子力研究開発機構改革タスクフォース」を設置し、改

革本部の指示に基づき、以下のような個別の案件について掘り下げて議論

し、検討結果を改革本部に報告する。 

（主な検討項目） 

 ・日本原子力研究開発機構が重点化すべき業務のあり方 

 ・安全を最優先した「もんじゅ」を中心とする日本原子力研究開発機構の業務運

営体制 

 ・日本原子力研究開発機構における安全文化の醸成等に向けた具体的な改革方針 

 

○日本原子力研究開発機構においても、組織の安全文化の醸成等に向けた具

体的な改革方針を検討するため、新理事長をリーダーとする体制を早期に

構築し、適宜「日本原子力研究開発機構改革本部」等に報告を行うなど、

政府・現場が一体となって検討を進める。 

 

○本件に関する庶務は、関係課室と連携を図りつつ、研究開発局原子力課に

おいて行う。 


